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１．はじめに

中国では，1980年代からはじまったモータリ

ゼーションの進展に伴い自動車産業は日米，EU等

外資の受け入れをしながら大きな発展を遂げ，生

産・販売ともに2009年より９年連続世界第一位を記

録している（栗（2016），日本自動車工業会（2018））。

それに伴って今後，急激な勢いで使用済み自動車

（ELV：End-of-life vehicle）の発生が見込まれ，その

適切な対応が急務である。しかし，現在の自動車リ

サイクルの体制はさまざまな問題を抱えている。回

収・解体業者における技術レベルや生産効率の低さ

（豊田通商 2011）に加え，無許可の違法業者がELV

を高価格で買い取っていることから正規の認定業者

にELVが集まらない状況となっており，認定業者

の安定した経営が難しくなっている（平岩 2009）。

違法業者による環境問題や労働災害も想定され，日

本の豊島事件のような社会問題も引き起こしかねな

い。

適正処分に向けた今後の中国の自動車リサイク

ル産業の方向性に関する先行研究としては，Chen

（2006）が中国の経済成長，自動車産業の発展を

踏まえた自動車リサイクルの在り方を論じ，王他

（2007）や栗（2006）は，日中比較から今後の自動

車リサイクル産業の課題を明らかにしている。劉他

（2017）は，日韓の制度における拡大生産者責任に

ついて論じ，今後中国が向き合うべき課題や国際的

なパートナーシップについて検討し，平岩（2012）

中国の自動車リサイクル産業における課題
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要旨

中国では，1980年代から始まったモータリゼーションの進展に伴い自動車産業が大きな発展を遂げ，生産・

販売ともに９年連続世界第一位を記録している。それに伴い今後，急激な勢いで使用済み自動車の発生が見込

まれ，その適切な対応が急務である。しかし，現在の中国の自動車リサイクルの体制は回収・解体業者におけ

る技術レベル，並びに生産効率の低さに加え，無許可の違法業者が使用済み自動車を高価格で買い取ることか

ら正規の認定業者に使用済み自動車が集まらず，事業不採算を招いている。違法業者による環境問題も想定さ

れ，日本の豊島事件のような社会問題の発生が考えられる。収益構造を先進事例である日本の自動車リサイク

ル産業と比較したところ，経営の中核が中国では鉄スクラップであるのに対し，日本では相場に左右されない

リサイクル部品である。中国では禁止されている５大アッセンブリー部品のリビルト製造によるリサイクルが

解禁されれば，現在の約10倍の利潤を上げることができると予測される。そうなれば，違法業者の収益額を上

回り，違法業者と競合することが可能となる。さらに，今後は中古車の海外輸出による使用済み自動車の確保

困難や電気自動車の普及を見据えた事業戦略が必要となる。
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は，日本企業が中国の自動車リサイクル産業に参入

した複数事例を分析し，外資企業が向き合う課題を

提示している。

王他（2009）は，認定業者と違法業者に対してヒ

アリングを行い，そこから，リサイクル料金システ

ムの構築，技術革新の支援体制の必要性を提案し，

Zhang他（2013）は，ELVのプラスチック部分のリ

サイクル技術を先進国と比較し，今後の課題を論じ

ている。劉（2010）は，制度改訂の在り方について

論じ，Zhao他（2011）は，環境保護の観点から日

中の制度を比較し，課題を示している。

Chen（2005）は，中古部品のリビルトについて

の実績と将来的な可能性について触れ，王他（2010）

は，リサイクル部品の耐用性をLCA分析し，こ

れによる環境負荷削減効果を明らかにした。栗他

（2017）は中国の過去データからワイブル分布を用

いて将来の廃車台数を推計し，ELVの再生ポテン

シャルを定量的に推定した。

平岩（2009）は，中国における認定業者と違法

業者のELVの買取価格を調査・分析し，さらに，

平岩（2011）は，認定業者と違法業者について分

析し，認定業者における収益構造を明らかにした。

Hu（2013）は，文献調査と関係者へのインタビュー

を通して，業界の概観や認定業者における収益構造

に触れ，今後の課題を論じている。

一方，日本については外川（2015）や外川（2017）

が自動車リサイクルの経緯と今後の課題を論じ，矢

野経済研究所（2014）は，日本の事業者の収益構造

等，現状につきアンケート調査した結果を報告して

いる。

そして，澤津他（2016）は，中国の自動車リサ

イクル産業の主たる収入源である鉄スクラップに焦

点を当て，業界全体の収益構造を日本の経験と比較

分析した。その結果，経営コストに占める人件費の

比率は日本と同程度の水準であることが明らかにな

り，今後予想される賃金上昇を踏まえ，収益維持の

ためには機械・装備化，熟練工の育成等による労働

生産性の向上，並びに５大アッセンブリー部品（エ

ンジン，トランスミッション，ステアリング，アク

スル，シャーシ）のリビルト解禁の必要性を論じた。

本稿では，日本で事業を行う事業者にヒアリング

を行い，現時点における詳細な収益構造を明らかに

し，これと平岩（2011）や澤津他（2016）の分析

をもとに，中国で事業を行う認定業者と違法業者の

コスト構造を推定し，中国の認定業者が持続的な経

営を行うための課題を明らかにした。全体の構成と

しては，２章で中国の自動車リサイクル産業の経緯，

現状と課題について整理した。３章では日本の自動

車リサイクル産業を概観した。４章では関連する法

制度について日中比較を行い，中国の課題を整理し

た。５章では，日本で事業を行う事業者にヒアリン

グを行い現時点における詳細な収益構造を明らかに

した。６章では，これらをもとにして，中国で，５

大アッセンブリー部品のリビルト製造が解禁された

場合，認定業者は現在の約10倍の利潤を上げること

ができると予測され，違法業者と競合することが可

能となることを示した。最後に７章で結論として，

日本の昨今のELV回収事情，最近の中国政府が出

した電気自動車（EV）化政策等による影響等も踏

まえながら，中国の自動車リサイクル産業において

の今後の課題を示す。

２．中国の経緯と現状

２．１　モータリゼーションの歴史

中国の自動車生産業は，1980年代より日米やEU

の外資を受け入れ，大量生産を行ってきた。2001年

のＷＴＯ（世界貿易機関）加盟以来，モータリゼー

ションは加速し，2003年６月に自動車産業発展政

策において，規制を設けながら外資企業を受け入れ

つつ，自国の自立した自動車メーカーを育成する方

針を打ち出した（日本政策投資銀行2004）。2009年

以来，生産・販売ともに９年連続世界第一位を記録

している（栗（2016），日本自動車工業会（2018））。

２．２　ELVの発生台数

モータリゼーションの進展に伴い，ELVの排出も

急速に増えつつあり，2015年には日本の廃車台数

を超える444万台に達し，2020年には935万台が排

出されると予測されている（図１）。大量のELVに
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対応する適正なリサイクル事業の確立が必至であ

る。

２．３　関連法制度

　自動車リサイクル事業は，主に廃棄自動車回収管

理弁法（第307号令）に基づく。同法は，違法な廃

車の回収・転売や廃車部品による完成車の改造・組

立による交通安全上の問題を重視して2001年に施

行された。特に再組立を防止する市場規制に主眼が

置かれ，５大アッセンブリー部品のリビルト製造が

禁止された。解体企業はこれらの部品を破壊して，

精錬原料として製鉄会社に売却しなければならない

（吉田 2008）。なお，現行の307号令に代わる新たな

法規として，2010年７月に国務院より「廃棄機動車

回収解体管理条例（パブリックコメント版）」が発

表された。新条例では，５大アッセンブリー部品の

リビルト製造が許可されることになっているが，制

定後８年を経過した現在も運用されていない。（平

岩 2011）。

２．４　自動車リサイクル産業の現状

２．４．１　自動車解体事業者

　ELV回収・解体事業者の大半は零細企業である。

手作業が中心であり，平均的な従業員一人あたりの

乗用車の解体台数は１日に２台程度と，生産性が低

い。フロンや廃液の処理業者は存在しないか未成熟

であるため，フロンの大気放出や廃液による土壌汚

染等の環境負荷が発生している。解体業者の技術的

要件や手続きについては基準が設けられているが，

殆どの業者にはそれらに対応するための知識や資金

力がなく，違法状態の中で操業している。

解体作業は手作業による「人海戦術」が主流であ

るが，廃車台数の増加に伴い，シュレッダー処理の

需要増が想定される。しかし，シュレッダー工程後

に発生するASR（Automobile Shredder Residue）の

リサイクル処理に関する法制度が未整備である（豊

田通商 2011）。解体業者から銅線や廃プラスチッ

ク，廃バッテリー，タイヤ等を購入して加工する再

資源化業者においても，銅線の野焼きや，残渣の不

適正処理等が行われている。

２．４．２　ELVの回収状況

　自動車保有台数の増加と比例して，登録抹消台数

が増加しているが，廃車の回収数がそれに比例して

増加しているわけではない。抹消登録された廃車数

と回収・解体事業者による回収台数とは乖離してお

り，大多数が無許可の違法業者に流出していると考

えられている。平岩（2011）は，「例えば龍（2010）

によると，2009年の自動車保有量は7741万6500台

で，車両登録上廃車されたものが202万2200台，そ

のうち認定企業によって実際に回収されたものは僅

か41万200台であった。つまり，認定企業以外の，

違法に廃車を回収する業者，すなわち『インフォー

マルセクター』によって約８割が回収されているの

である。」と指摘している。

違法業者による闇市場が形成されている要因と

しては，①回収・解体事業者が１都市あたり概ね

図１　中国の廃車発生状況，予測〈単位：万台〉
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１社認定とされている（澤津他（2016）によると，

2013年で576社），②登録制度が適正に機能せず抹

消登録されていない廃車が流通している，③違法業

者が環境対策を実施しない上に，法により禁止され

ている５大アッセンブリー部品の販売を行っている

ために正規の認定業者よりも高価格で廃車を買い取

れる，④違法業者への当局の取り締まりが不完全な

ことなどが考えられる。

２．４．３　課題

　このように課題として，回収・解体事業者におけ

る技術レベルや生産効率の低さ，正規の認定業者へ

の廃車の不安定な回収が挙げられる。使用済み製品

などを回収し，再生・再利用する静脈産業において

は，資源回収が重要であることから認定業者が安定

して廃車を回収できることが，認定業者を健全に機

能させる要件となる。

したがって，当局による違法業者の取り締まりが

必須であるが，廃車発生量の８割が違法業者に流出

していることから，当局もその存在を容認している

と推察される。認定業者が安定して廃車を回収でき

なければ，事業不採算，違法業者による環境問題の

発生等が想定され，後述の日本の豊島事件と同様の

社会的な大問題が引き起こされることが懸念され

る。

３．日本の現状と課題

３．１法制定の経緯

　日本では2005年に自動車リサイクル法が施行さ

れた。それまでELVは，有用金属を含み資源とし

て価値の高いものであったため，解体業者や破砕業

者による売買を通じて流通し，リサイクルは既存の

市場システムに組み込まれて行われてきた（環境省

2018）。しかし，産業廃棄物最終処分場が逼迫した

ことによるASRを低減する必要の高まりや，最終

処分費の高騰，鉄スクラップ価格の低迷によるELV

の逆有償化が顕著になり，不法投棄，不適正処理・

路上放置などが社会問題となってきたことが同法制

定の背景にある（外川 2005）。

同法制定のきっかけのひとつに，豊島事件と呼ば

れる瀬戸内海に浮かぶ離島，豊島（香川県）で発生

した戦後最大規模の産業廃棄物不法投棄事件があ

る。1970年代，「木屑，食品汚泥など無害な産業廃

棄物を利用してミミズの養殖をする」と偽った産

業廃棄物処理業者に香川県が1978年に事業許可を

付与した（石井 1996）。しかし，この業者は豊島に

ASRの不法投棄を続けていたので，兵庫県警によっ

て産業廃棄物処理法違反で摘発された。持ち込ま

れたASRは50万トンに上った。事前処理と称して

廃油や廃溶剤をASRにかけて野焼きしたため，ダ

イオキシンなどの有害物質が発生し，周辺の土壌や

地下水，さらには海域までが汚染され，社会問題と

なった（山口 2012：33, 34）。

３．２自動車リサイクル産業の現状

３．２．１　自動車解体事業者

矢野経済研究所（2014）による解体事業者へのア

ンケート調査結果によれば，33%が株式会社，37%

が有限会社，29%が個人事業者である。１社の平均

従業員数は5.7人である。年間引取台数が大きくな

るほど，株式会社の割合が多くなり，１万台以上の

規模は94％が株式会社である。個人事業者は500台

未満が中心である。規模が大きい事業者が主流とな

り，ELVの大多数の引取を行い，解体処理している

ことが推測される。平均的収益構造は，部品リサイ

クルを経営の柱にしている。回答のあった786事業

者の内，約40%弱が自動車解体（スクラップ販売，

リサイクル部品の国内販売，リサイクル部品の輸

出）専業であり，残り60%以上の事業者が自動車解

体以外の事業（中古車販売，自動車整備・板金業，

中古部品輸出業等）を展開していた。ELVの解体処

理のみでは経営が成り立たないことから付帯事業に

も幅を広げ，事業多角化を図る事業者が多い。関連

団体への加盟状況については，解体台数規模が大き

い事業者ほど，加盟率が高い。大手事業者ほど，同

業者とのネットワークが，リサイクル部品の融通，

関連情報の共有化を可能にし，リサイクル部品の国

内販売，輸出などにおいて業務効率化，売上向上に

寄与している様子が窺える。
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３．２．２　ELVの回収状況

　解体事業者のELVの仕入れ先を図２に示す。新

車ディーラーと中古車販売業者が同じ割合で，次

に整備板金業者からの仕入れが多い。オートオー

クションでELV仕入れを確保する業者も15%ある。

中古部品の輸出を手掛ける事業者は，海外からの注

文に応じて中古部品を調達する必要があるため，特

定の車種，年式の車台を確保できるオークションを

利用していると考えられる。その他にも，営業強

化，宣伝広告，従来の取引先との関係強化等，さま

ざまな対策を講じて，ELV仕入れの努力が行われて

いる。

３．３　課題

　仕入環境について事業者は，「今まで使用済み自

動車として仕入れていた車の多くがオークションな

どに出品されるようになった」，「中古車輸出の増加

によって，国内で解体される台数が減っている」と

回答しており，ELVの確保が困難になっている状況

がうかがえる。さまざまな対策を講じることが難

しい中小の事業者には，「地域の協同組合等におけ

る連携した対応が重要」である（矢野経済研究所 

2014）。市場拡大が見込まれる電気自動車等，次世

代自動車の解体については，リチウムイオン電池や

CFRP（炭素繊維強化型樹脂）等に対応するため新

たな解体工具などの設備投資や技術の習得が必要と

なる。

　国内のELVの回収が困難になる一方で，中国や

東南アジア等ではELVの発生量増加が予測される

ことから，それらを回収・リサイクルするために海

外に事業展開を図る企業が出てくるようになった。

環境省や経済産業省は2000年代後半からこうした

企業を支援するようになった。豊田通商は2012年

より新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）

の支援を受けて，中国での自動車解体リサイクルの

実証実験を始め，2014年には日本企業としては初

めて同国の自動車リサイクル事業に参入している。

（みずほ情報総研 2015）

４．法制度の日中比較

　日中の法制度を表１で比較する。

法律の目的は，日本ではELVの適正処理，リユー

ス，リサイクルが中心であるが，中国では交通安全

のための中古品の違法組立防止が中心である。王他

（2007）は，中国の制度は，「先進国の関連法規と比

べると，あくまでも不正改造車の売買に歯止めをか

け，環境や安全面から新車への切替え促進する政策

誘導と不法の廃車交易市場を引き止めるための規則

であり，環境保全より，経済的な観点が重視されて

いる。」と指摘する。

日本ではステークホルダーが多く，役割分担が明

確である。王他（2007）は，「自動車メーカーを含

めて自動車のリサイクルに携わる関係者『引取業

図２　ELV仕入先構成比（2013年）

21%

21%

17%

15%

4%
7%
9%6%

　　　　　　　出所（矢野経済研究所 2014：59）
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者，フロン類回収業者，解体業者，破砕業者，自動

車所有者』が適正な役割を分担しながら，使用済自

動車の積極的なリサイクル・適正処理を行ってい

る。」と評価する。公益財団法人自動車リサイクル

促進センターが設営され，その中の資金管理法人が

リサイクル料金の管理を行い，情報管理センターが

電子マニフェスト制度により各段階のリサイクル状

況を記録する役割を担っている。金の流れ，ELVの

処理状況において透明性が保たれており，各ステー

クホルダーへの牽制機能となっている。特徴的なの

表１：日中の自動車リサイクル法制度比較　　

日本 中国

法律の名称
「自動車リサイクル法」2005年施行 「廃棄自動車回収管理弁法（第307号）」

2001年施行

法律の目的

不法投棄の防止，ELVリサイクル，
適正処理の持続的実施，埋め立て処分量

の極小化，部品リユース

ELV回収の規範化，管理強化，道路交通
の秩序，生命財産・安全保障，環境保護

違法業者への罰則

１年以下の懲役，又は50万円以下の罰金 ・ 不法に回収した廃車自動車，「５大アッ
センブリー」他部品を没収。

・違法所得の没収。

・ 違法所得が２万元以上である場合に
は，違法所得の２倍以上５倍以下の罰

金を併科。

・ 違法所得が２万元未満であり，又は
違法所得がない場合には，２万元以上

５万元以下の罰金を併科。

・ 経営単価に属する場合，営業許可証の
取消し。

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
役
割

監督官庁 経済産業省，環境省 商務部

地方自治体 解体業者，破砕業者の許可・監督 行政区内のELV回収実施の監督管理
自動車メーカー

輸入業者

フロン，エアバッグ，ASRの引取，リサ
イクル（EPR）

自動車最終所有者
リサイクル料金の支払い（購入時）

ELVの引き取り業者への引渡
ELVを回収・解体業者へ引渡（売却）

引取業者

最終所有者からELV引取
フロン回収業者への引渡

ELVの買取，適正処理
「５大アッセンブリー」の鉄鋼業者への

売却破砕処理の徹底

解体業者

エアバッグの回収・適正処理，メーカー

への引渡

車両解体，破砕業者への引渡

再資源化実施義務（有用な部品の再利用

を推奨）

※ 中国では，引取業者，解体業者，破砕
業者等の区別はなし。

フロン回収業者 回収・適正処理，メーカーへの引渡

破砕業者
解体車両引取

ASRのメーカーへの引渡

公益財団法人　自

動車リサイクル促

進センター

（資金管理法人）リサイクル料金の管理

（情報管理センター）電子マニフェスト

制度により各段階のリサイクル状況を記

録

（出所）澤津他（2016）を基に筆者作成
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は，リサイクルが困難なフロン，エアバッグ，ASR

の引取，リサイクルをEPR（拡大生産者責任）の考

え方から自動車メーカー，輸入者に責任を負荷し，

料金を新車購入者に負担させたことである。

中国では，実質的なステークホルダーは自動車最

終保有者と，引取・解体事業者のみである。中国

国家発展改革委員会の環境資源司処長は，「中国の

ELVの回収システムは自発的なもの。制度が安易で

あるため，フロー＆ストックのコントロールが必

要である。」と，発言しているが（陸 2018），王他

（2007）が指摘するように「政府が『不法改造・解

体』に対応する目的のためだけに制定した関連法規

は，各管理機関・組織・関係者に対する役割分担の

不十分さが原因で，実効性が乏しい現状（空文化の

問題）があることも明らか」である。細部にわたっ

てステークホルダーを特定し，その役割を明確にす

ること，更にそれをモニターできる情報管理システ

ムにより，違法業者の横行を防止する必要がある。

違法業者への罰則は，中国の方が厳しいが，平岩

（2011）が，「違法業者との廃車取引が発覚すれば

罰金などのコストが発生するわけだが，廃車発生量

の8割が流出している現状から鑑みるに，当局の取

り締まりなどが不十分であることは確かであろう。」

と，論じるように，実効性がないことが推察できる。

５．日中の収益構造

　中国の問題点として，「高価格な買取を行う違法

業者への廃車流出」がある。正規の認定業者は事業

不採算，機能不全の状態であり，自動車リサイクル

全体が適正に機能していない。平岩（2011）によ

ると，本来，政府が想定していたのは，「地域内の

認定企業を政策的に１～数社に抑制することで，当

該地域内で発生した廃車を集中的かつ大量に回収解

体処理させる。しかるに，廃車買取価格を低く設定

するなどして，廃車１台当たりで一定の利潤を確保

する。そうすることで，認定企業の経営の安定化を

図り，さらには余剰資金を環境保全や事業効率化の

ための技術・設備の投資に回し，全体的に廃車回収

解体業における資本形成を推進していく」というも

のであった。しかし，違法である５大アッセンブ

リー部品の販売等を行い高収入を得られる違法業者

は認定業者よりも高い買取価格を提示できる。平岩

（2011）は，「中国では『廃車市場』が存在しており，

そこではインフォーマルセクターが非常に強い価格

競争力を有しているのである。両セクター間での価

格差が大きくなれば，水が低きに流れるがごとく，

必然的に流出量は増えることになる」と，その状況

を指摘する。

適正な廃車リサイクルの為には，認定業者の持続

的な経営が不可欠である。以下では，自動車リサイ

クル業者の収益構造の分析を行い，その経営上の課

題を明らかにする。

５．１　中国の生産高構成比

　澤津他（2016）は，中国における廃自動車解体

材料の生産高構成比において，「中国のELV回収・

解体企業の経営利潤の90％は鉄スクラップ材料の

販売」という，中国物資再生協会の龍少海会長のコ

メントと共に，鉄スクラップが，廃自動車リサイク

ル産業における生産物として最も大きなウェイト

（64.7%）を占める有価物であることを示している

（図３）。

５．２　中国の収益構造

澤津他（2016）は，自動車リサイクル業者は，主

に鉄スクラップ材料の売り上げから，「廃車の買取」

「従業員への賃金」「リサイクルから生じるASR等副

産物の処理費用」を捻出し，そこから収益を確保し

ていかなければならないと分析する（図４）。鉄ス

クラップは国際的な相場商品であって市況に左右さ

れることや，環境規制の強化による副産物の処理費

用の増加，社会的な要請による賃金の上昇が想定さ

れることから，そのような状態の中では許可業者の

経営は益々逼迫することも予測できる。

５．３　日本の生産高構成比 

　日本国内の事業者１へのヒアリング（2017年10月

30日）に基づき，生産高構成比を把握した。部品リ

サイクル（リビルト部品）が約70％を占め，鉄スク
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ラップは約14％にすぎない。これは矢野経済研究所

（2014）によるアンケート調査とほぼ一致していた

ので，日本の事業者の収益構造を代表するものと考

えられる（図５）。鉄と非鉄金属のスクラップ販売

による収入のシェアが合計で27.9％に留まっている

が，中国の認定業者では72.5％を占めているのとは

対照的である。

５．４　日本の収益構造

　収入の柱はリサイクル部品である。フロン，エア

バッグ，ASRのリサイクル費用は，自動車リサイ

クル法に従い，自動車の保有者が購入時に自動車リ

サイクル費用として負担している。得られた収入か

ら業者は「廃車買取」「従業員への賃金」「副産物の処

理費用」を捻出し，「収益」を確保している（図６）。

鉄スクラップは，国際相場に左右される商品であり

確実な収益は見込めないため，利幅の大きいリサイ

クル部品がビジネスの柱となっている。

５．５ 　収益構造から見た中国の自動車リサイクル産

業の課題

　日中の比較から，中国の自動車リサイクル産業に

は次の課題が存在することがわかる。

　まず，「５大アッセンブリー部品」のリビルト製

造が禁止されていることである。収入の柱としてい

る鉄スクラップは，国際相場に左右されるため，確

図４　中国の自動車リサイクル業者の収益構造

　　　　　（出所）澤津他（2016）を基に筆者作成

図３　中国ELV解体材料の生産高構成比（2013年）〈単位：％〉

15.1

64.7

7.8
7.7 2.4 2.3 0.04

　　　　　　　（出所）龍（2014b:11）/澤津（2016）
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実な収益を見込むことができない。５大アッセンブ

リー部品のリビルト製造が解禁されれば，リサイク

ル（リビルト）部品の販売が確実な収益につながる

ので，認定業者はELV買取りにおいても違法業者

と同等かそれ以上の価格で買い取ることができ，違

法業者へのELVの流出防止が可能になるであろう。

また，澤津他（2016）が指摘するように機械・装備

化，熟練工育成等により労働生産性を上げ，人件費

の抑制を図ることも収益の割合を向上させる上で必

要である。更に，日本の自動車リサイクル法による，

リサイクル費用の保有者負担制度も，収益確保の為

に有効である。

６．中国のリビルト製造解禁後の見通し

　現在禁止されている５大アッセンブリー部品のリ

ビルト製造の解禁が，今後の中国のリサイクル産業

発展の鍵になる。本章では，中国におけるリサイク

ル（リビルト）部品に関する動向を整理し，５大アッ

センブリー部品のリビルト製造の解禁が認定業者の

安定した経営に繋がり，ELV買取においても違法業

者と同額以上の価格提示が可能となることを推定値

により示す。

図５　日本におけるELV解体材料の生産高構成比（2016年）

68%

14%

14%

4%

（出所：2017年10月30日，日本国内自動車リサイクル事業者へのヒアリングに基づき筆者作成）

図６　日本の自動車リサイクル産業の収益構造

（出所）澤津他（2016），2017年10月30日，日本国内自動車リサイクル事業者へのヒアリングを基に筆者作成
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６．１ 　アッセンブリー部品のリビルト製造に関する

動向

豊田通商（2014）によると，「中国政府の自動車

産業育成政策における自動車部品の国内供給を推

進」する方針の影響を受け，リビルト製造禁止の対

策は，次第に重要な産業として奨励・育成する姿勢

へと徐々に変化している。2008年には「再製造試行

拠点管理弁法」が施行され，５大アッセンブリー部

品のリビルト製造が部品の購入先，販売先を限定さ

れたかたちで政府が認定した14社のモデル企業に

暫定的に許された。2013年にはさらに28社が許可

されるとともに，「リビルト企業の品質管理規範（試

行版）」に関する通知が発行され，リビルト事業に

参入する企業に求められる要件等が定められた。

この試行期間は終了したが，2017年度末現在に

は，認定企業数が300社を超えた。2020年には，リ

ビルト製品の市場規模は約６千億人民元と予測され

ている（陸 2018）。対象となる品目も，当初指定さ

れた品目に加え，EPS（電動パワーステアリング）

やECU（電動制御ユニット）などの電子部品，電

子制御インジェクターなどのハイテク，高付加価値

製品等にまで広がっている。

しかし，廃棄自動車のリサイクルはいまだに廃棄

自動車回収管理弁法（第307号令）に基づいており，

５大アッセンブリー部品のリビルト製造が禁止され

たままになっている。　

６．２　リビルト製造解禁後の変化

廃棄自動車の５大アッセンブリー部品のリビルト

製造が解禁された場合の，認定業者と違法業者の収

益構造を推計し，表２に示す。

認定業者と違法業者の収支を，リビルト製造が解

禁されていない現況（リビルトなし）と，解禁され

た場合（リビルトあり）とで比較した。認定業者の

リビルトなしの数値は平岩（2011）によるもので，

リビルトありの数値は筆者が平岩（2011）と豊田通

商（2014）に基づいて，最も保守的な値を採用し

て推定した。違法業者の収支は，平岩（2009），並

びに豊田通商（2014）をもとに推定した（表２脚

注参照）。リビルトなしでは，認定業者の収益は違

法業者の約９分の１に留まるが，リビルトありでは

認定業者のELVの買取価格が想定される違法業者

と同額に留まったとしても，リビルトなしに比べ収

益が約10倍に増加し，違法業者をも超える結果とな

る。リビルト部品は利幅が大きいことから，リビル

ト製造を促進するほど，認定業者の収益は増加し，

安定した経営につながる。また，違法業者と同価格

以上でELVを買い取れるようになって，認定業者

にELVが集まり，違法業者への流出防止が可能と

なる。

７．結論と考察

　本研究により正規の認定業者が，５大アッセンブ

リー部品のリビルト製造，販売を経営の中枢とする

ことができるようになれば，現在の約10倍の利潤を

上げることができると予測され，現在の違法業者の

収益額をも上回ることが明らかになった。

廃棄自動車回収管理弁法（第307号令）の改訂に

より，５大アッセンブリー部品のリビルト製造の解

禁が早く実現することが期待される。

　一方で，中国政府は2017年にEV化政策（2019年

から自動車メーカーが生産・輸入する乗用車の一

定割合［2019年度が10%，2020年に12%］を電気自

動車（EV）などの新エネルギー車（NEV）にする

よう義務付ける規制であり，エンジン車を年間３万

台以上生産・輸入するメーカーが対象となる）を新

たに公布し（JETRO 2018），自動車リサイクル産業

にも，新しい部品，素材への対応が求められるよう

になるであろう。従来型のガソリン車の部品点数を

３万点と仮定した場合，EVではその約４割が不要

になると想定され（JETRO 2017），代わりにリチウ

ムイオンバッテリー等，新たに加わる部品が発生す

る。バッテリーの取外し等，ＥＶのリサイクルに関

する新たな知識や技術，対応する解体工具等への設

備投資が必要となる。

JETRO（2018）によると，従来のガソリン車市

場もSUV（Sports Utility Vehicle）を中心として引き

続き堅調に推移すると見られ，地場系メーカーの生

産はさらに拡大すると推測される。「今後の自動車



125中国の自動車リサイクル産業における課題
表
２
：
５
大
ア
ッ
セ
ン
ブ
リ
ー
部
品
の
リ
ビ
ル
ト
製
造
解
禁
後
の
収
益
状
況
比
較

　
認
定
業
者

違
法
業
者

算
出
方
法

　
リ
ビ
ル
ド
な
し

リ
ビ
ル
ド
あ
り

収
入
⑴

支
出
⑴

収
入
⑵

支
出
⑵

収
入

支
出

①
EL

V
買
取
価
格

　
75
0

　
1,
50
0

　
1,
50
0
1.
5t
×
50
0元

/t
　

②
託
送
費

　
18
1

　
1,
08
1

　
78
1
総
収
入
×
対
総
収
入
比
（
６

%
）

ト
レ
ー
ラ
ー
，
ク
レ
ー
ン
車
の
利
用
，
輸
送
，
積

み
下
ろ
し
含
む

③
解
体
費

　
84
3

　
5,
04
3

　
3,
64
3
総
収
入
×
対
総
収
入
比
（
28

%
）

工
場
内
運
搬
，
解
体
切
断
機
材
損
耗
，
ナ
ン
バ
ー

プ
レ
ー
ト
抹
消
，
地
代
等
の
費
用
含
む

④
廃
棄
物

　
15

　
15

　
0
1.
5t
×
重
量
比（
６

%
）×
17
0元

/t
フ
ロ
ン
ガ
ス
や
エ
ア
バ
ッ
グ
ﾞ，
及
び
解
体
に

よ
っ
て
生
じ
た
廃
棄
物
の
無
害
化
処
理
費
用

⑤
経
営
管
理
費

　
75
3

　
4,
50
3

　
3,
25
3
総
収
入
×
対
総
収
入
比
（
25

%
）

　
⑥
税
金

　
36

　
93
6

　
0
中
古
部
品
収
入
×
税
率
（
６

%
）

　
⑦

 リ
ビ
ル
ト
費
用
（
分

解
，
洗
浄
，
修
理
，

部
品
取
替
，
消
耗

品
，
取
替
，
組
立
）

　
　

　
67
0

　
0
　

　

⑧
廃
鋼
鉄

2,
16
0

　
2,
16
0

　
2,
16
0

　
1.
5t
×
重
量
比（
72

%
）×
20
00
元

/t
　

⑨
中
古
部
品

60
0

　
60
0

　
60
0

　
1.
5t
×
重
量
比（
８

%
）×
50
00
元

/t
　

⑩
 ５
大
部
品
他
リ

ビ
ル
ト
部
品

　
　

15
, 0
00

　
10

, 0
00

　
　

　

⑪
そ
の
他
物
質

25
2

　
25
2

　
25
2

　
1.
5t
×
重
量
比（
14

%
）×
1,
20
0元

/t
　

⑫
総
支
出

　
2,
57
8

　
13

, 7
48

　
9,
17
7
　

　
⑬
総
収
入

3,
01
2

　
18

, 0
12

　
13

, 0
12

　
　

　
⑭
利
潤

43
4

　
4,
26
4

　
3,
83
5

　
　

　

（
出
所
）
平
岩
（
20
11
）
を
基
に
筆
者
作
成

①
 　

EL
V
買
取
価
格
：
認
定
業
者
（
リ
ビ
ル
ド
な
し
）
の

EL
V
買
取
価
格
は
，
地
方
政
府
が
鉄
屑
相
場
等
を
基
に
定
め
た
重
量
当
た
り
の
廃
車
価
格
を
ベ
ー
ス
と
し
て
，
一
定
の
変
動
幅
の
な
か
で

算
定
し
た
。
地
域
や
時
々
の
鉄
屑
相
場
に
よ
っ
て
異
な
る
が
，
お
お
む
ね
ト
ン
当
た
り
数
百
元
に
設
定
さ
れ
て
い
る
（
平
岩

 2
01
1）
。
違
法
業
者
は
，
認
定
業
者
の
数
倍
高
い
金
額
で
買
い
取
る

と
い
う
こ
と
で
あ
る
が
，
こ
こ
で
は
控
え
め
に
２
倍
と
し
て
，
75
0元
×
２
倍

= 1
50
0元
と
し
た
。
認
定
業
者
が
違
法
業
者
と
同
額
以
上
で
買
い
取
っ
た
場
合
の
収
益
を
確
認
す
る
た
め
，「
リ
ビ

ル
ト
あ
り
」
の
認
定
業
者
の
買
取
価
格
も
同
額
と
し
て
い
る
。

④
　
廃
棄
物
：
無
許
可
業
者
は
不
法
投
棄
す
る
と
い
う
前
提
で
，
廃
棄
物
処
理
費
を
０
と
し
た
。（
平
岩

 2
00
9）

 
⑥
　
税
金
：
無
許
可
業
者
は
脱
税
す
る
と
い
う
前
提
で
０
と
し
た
。（
平
岩

 2
00
9）

⑦
 　
リ
ビ
ル
ト
費
用
：
ア
モ
イ
の
１
企
業
の
例
（
豊
田
通
商

 2
01
4）
で
は
，
リ
ビ
ル
ト
製
造
費
用
（
加
工
費
）
は
10
～
10
0＄
と
の
こ
と
で
あ
る
。
そ
れ
を
参
考
値
と
し
て
10
0＄
と
し
た
。
為
替
レ
ー

ト
は
１
元
≒
0.
15

U
Sド
ル
と
し
た
。
違
法
業
者
は
５
大
部
品
を
取
り
外
し
た
後
，
補
修
用
部
品
と
し
て
販
売
す
る
に
際
し
，
リ
ビ
ル
ト
製
造
の
プ
ロ
セ
ス
を
経
る
こ
と
が
な
い
と
い
う
前
提
で
０

と
し
た
。

⑩
 　
５
大
部
品
他
リ
ビ
ル
ト
部
品
：
エ
ン
ジ
ン
部
品
の
リ
ビ
ル
ト
業
界
の
１
社
の
例
を
参
考
地
と
す
る
。
リ
ビ
ル
ト
製
造
す
る
た
め
の
仕
入
れ
値
は
１
万
５
千
元
程
度
で
あ
る
（
豊
田
通
商

 
20
14
）。
リ
ビ
ル
ト
費
用
を
上
乗
せ
せ
ず
に
同
額
で
販
売
し
た
と
し
て
１
万
５
千
元
と
し
た
。
違
法
業
者
の
売
値
は
，「
模
造
品
」
の
価
格
帯
と
し
た
。
リ
ビ
ル
ト
品
の
価
格
帯
が
「
中
古
品
よ
り

は
高
価
格
」
と
の
こ
と
で
あ
る
。
中
古
品
が
新
品
10
0に
対
し
て
，
20
～
30
。
模
造
品
が
10
～
20
で
あ
る
の
で
（
豊
田
通
商

 2
01
4）
，
認
定
業
者
の
リ
ビ
ル
ト
品
を
30
，
模
造
品
を
20
と
し
て
金

額
を
計
算
し
た
。

（
注
）
①
⑦
⑩
の
金
額
は
，
保
守
的
に
認
定
業
者
に
最
も
不
利
と
な
る
値
を
設
定
し
た
。
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産業は新エネルギー車とガソリン車の二つの市場を

にらんだ戦略を立てる必要がある」ので，自動車リ

サイクル産業においても，当面は両方を見据えた戦

略が必要になる。また，日本の自動車リサイクル事

業者は，「業界の中では，中国のEV化政策の意図は，

環境保全というよりも世界の自動車マーケットの覇

権を得る狙いが大きいと見ている。」と指摘してい

る（2018年８月20日ヒアリング）。ATKearney（2018）

が「電気自動車とバッテリー市場は爆発的に拡大し

ようとしている。市場拡大に伴う課題として，天然

資源の不足，バッテリーをリサイクルするための有

効なシステムとプロセスの必要性，CO2排出量削減

が十分でない可能性の３つがある。各国政府は，こ

の急成長産業を管理しながら，慎重に物事を進めて

いく必要がある。」と述べるように，EV市場は未だ

不透明であることから，それに向けた設備投資，シ

ステムの構築等にはまだ本格的な着手は難しい状況

にある。

今後，中国の自動車リサイクル産業の適正な運営

の為には，5大アッセンブリー部品のリビルト製造

の解禁による正規の認定業者の経営の安定を図り，

同時に中古車の海外輸出の増加等によりELV確保

が困難になることを想定した上での，事業多角化等

による認定事業者の経営の継続のための施策を実施

することが必要である。これに加えてEV化政策に

おけるリサイクル制度の在り方，自動車メーカーの

動き等を注視しながら，新エネルギー車とガソリン

車の二つの市場を見据えた戦略が必要となろう。

 以上
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